
























































































































藤馬龍太郎・憲法判例百選〔第 3版〕（1974年 6 月）17頁，同・憲法判例百選⑴（1980年 4
月）27頁，同・憲法判例百選⑴〔第 2版〕（1988年 1 月）27頁，同・憲法判例百選⑴〔第 3版〕
（1994年 9 月）35頁，藤井樹也・憲法判例百選⑴〔第 4版〕（2000年 9 月）37頁，同・憲法判例












































































































東京高判平 3・12・16労民集42巻 6 号940頁。
























































































































　原告は，平成 7年 4月 1日から同 8年 3月31日までは都市開発部再開発課再
開発第一係（以下，「都市開発部」という）に配属され，その後，同 8年 4月 1 日
から同11年 3 月31日までは保健所予防課業務係（以下，「保健所」という）に配

























































































































































































受動喫煙防止対策について（平成22・ 2 ・25健発0225第 2 号）参照。








































































権利を奪われない（Everyonehastherightto life, libertyandsecurityof thepersonandthe





















































































































































































































































































































14条 6 項以外では， 3 条・3.1条・3.2条・ 4 条 1 項・ 5 条・6.1条・ 9 条・13条 4 項・16条 4
項・17条 6 項・18条 4 項・18条 5 項が15条 1 項に規定されている。
3条・3.1条・3.2条は，個人・法人ともに別の罰金額が規定されている。すなわち，個人によ
ってなされた場合には，初犯が4000カナダドル，再犯が10000カナダドル， 3回目の犯罪が20000
カナダドル， 4回目以上の犯罪が100000カナダドルと規定されている。同条同項違反が法人によ
ってなされた場合には，初犯が10000カナダドル，再犯が20000カナダドル， 3回目の犯罪が
50000カナダドル， 4回目以上の犯罪が150000カナダドルと規定されている。
52）
職場における受動喫煙に関する一考察（柏﨑）
（225）　49
することその他の厚生労働省令で定める措置を講じなければならないものであ
る（68条の二）。
　このことは，すべての事業場および工場に「全面禁煙」か，喫煙室以外での
喫煙を禁止する「空間分煙」を義務づけるものである。
　ただし，飲食および措置が困難な職場については，上記義務は当分の間適用
されないが，受動喫煙の程度を低減させるための措置として厚生労働省令で定
める措置を講じなければならないものとすることとされている（附則27条）。
　自治体レヴェルでの受動喫煙対策に差が生じていることから，法律において
規制することが受動喫煙の防止には重要である。
　今後は，カナダのように一定の例外を認めながら，完全分煙をめざすことが，
職場の受動喫煙を防止するには適切であると考える。
53）
読売新聞2011（平成23）年11月24日（木曜日）朝刊21面。53）
